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【要旨】

本研究ノートでは、吉田（2023）を参照しつつ、兵庫県において後期高齢者が顕著に減少している国勢

調査小地域を抽出し、大阪府と比較しつつこれらの小地域がどのような特徴を有するのか考察することを

目的とする。方法としては、兵庫県の 2010 年から 2020 年までの 75 歳以上の後期高齢者人口数の減少を

政府統計の小地域について分析する。結果として、大阪府の事例とはやや異なって、地区数の多いものか

ら順に戸建住宅混合群、公営・UR 団地群、病院・施設群、共同建住宅混合群と分類することができ、瀬

戸内海沿海の神戸雇用圏と姫路雇用圏の縁辺の市域に多いことなどを示した。
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Ⅰ．研究の背景と目的

　戦後生まれの団塊の世代が後期高齢層に入っていくことに伴い、日本国内の各都市では

高齢者がバリアフリー住宅や子との近居を求めて行う自主的な住み替えや、日常生活動作

の度合いが狭まることによる高齢者福祉施設および医療施設へのやむを得ぬ入所などが、

個々の世帯のレベルで広範に発生しているものと思われ、高齢化に伴う自然減のみならず、

局所的には住宅の建て方や交通基盤等の立地的差異に応じた多様な社会減が発生している

と考えられる。吉田（2023）ではこの仮説に立ち、大阪府内の国勢調査小地域統計の人口

データを利用して、小地域ごとの高齢者の減少傾向を分析した。国勢調査での 2010 年の

75 歳以上人口コホートは 2020 年の 85 歳以上人口として捕捉されるが、小地域のこのコ

ホートに注目することで 2 時点の減少数を算出した研究である。吉田（2023）は減少傾向

を住宅の建て方に応じて分類し、後期高齢者の減少数の大きな小地域が公営・UR 団地群、

戸建住宅混合群、病院・施設群、共同建住宅混合群の 4 つに分類できるとした。公営・UR

団地群では 5 割からほぼ全てが公営住宅・UR 住宅に住む世帯となっており、病院・施設群

では施設等世帯人員数が顕著に高い傾向を示していた。そのほか、戸建て住宅や共同建て

住宅が主要な住宅構成を占める小地域を合わせて考えれば、全体の傾向を理解するのに役

立つものと評価している。

　本研究ノートは、本格化する「多死社会」（後藤・安田記念東京都市研究所 2017）の中

で今後の都市政策を展望するための基礎的知見を得るために、吉田（2023）の方法論に準

拠しつつ 75 歳以上人口数のコホートに注目し、これが顕著に減少している小地域がどのよ

うな特徴を持つのかを兵庫県において明らかにし、大阪府とは異なる現状や課題を考察す
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ることによって、多死社会の都市政策のあり方を考察することを目的とする。

Ⅱ．国勢調査小地域における 75 歳以上人口減少地区の抽出

　Ⅱ．1　兵庫県における人口動向

　本研究の主な関心は吉田（2023）同様、大都市圏の構造的変容にあり、高齢者減少の地

理的な特徴を明らかにしつつ、住宅事情を含めてその概況を知ることにある。吉田（2024）

では、京都市、大阪市、堺市、福岡市の各年齢別人口数を比較しているが、ここでは大阪

市が福岡市と類似の傾向を持ち、若年層の厚さを見せていることに注目した。京都市の上

京区・中京区・下京区・東山区の都心地区で生産年齢層の増加傾向が見られ、都心回帰と

言い得るような状況にあることが示されている。一方、神戸市では主に北区と西区を中心

とする北部山間地域において広く人口減少が進んでいる状況が報告され、自然減に起因す

る正味の人口減少が 13 年連続で進行していると示されている（神戸市 2020）。

　兵庫県においては、2009 年に 560 万人に到達した総人口は同年から減少に転じた後、

2050 年までに 130 万人の減少を見込みつつ、65 歳以上の人口割合・高齢化率は 2045 年頃

から 45％程度で安定的に推移するとしている（兵庫県 2022）。兵庫県の合計特殊出生率は

2004 年に 1.25 で底を打った後、全国的な動向に合わせて若干の回復傾向を見せつつ 2016

年の 1.49 以降は再び減少傾向となり、2023 年には 1.29 となっている（兵庫県 2025）。

　2010 年の国勢調査において兵庫県の 75 歳以上人口男女総数は 600,323 人、85 歳以上人

口は 156,802 人であったが、2020 年では 75 歳以上人口が 830,641 人、85 歳以上人口が

267,125 人となっていることから、総数としてはいずれも増加している。団塊の世代が人口

ピラミッドの上へ上へと上がってくる中で総数としては増加するのだが、本ノートでは局

所的な減少数に注目し、いずれ顕在化するであろう後期高齢者の減少動向の先を見通した

い。

　なお、神戸市では 2010 年において 75 歳以上 165,736 人、85 歳以上 41,194 人である一

方、2020 年において 75 歳以上 232,499 人、85 歳以上 76,072 人となっていることから、県

レベルと同様に、市レベルでも後期高齢者は依然として増加傾向が基調となっている。

　Ⅱ．2　兵庫県における後期高齢者の状況とその減少地区抽出方法

　本ノートでは、吉田（2023）の方法と同様、後期高齢者の減少に着目し、2010 年時点の

75 歳以上が 2020 年時点に 85 歳以上になっている状態を分析すれば、人口増減の波に影響

されることなく 75 歳以上コホートの自然減や社会減の人口数が抽出されると考えた。当地

での死亡、福祉施設への転出、積極的な住み替えなど、自然減とともに社会減もこの減少

数に反映されるものと考えられる。

　表 1 が兵庫県における分析結果である。表 1 では表側が小地域（集計単位）、表頭が人

口・住宅関連の国勢調査の集計となっている。小地域の名称は秘匿して均質な表現にする

ため、A1、A2、B1、B2 などと記号化した。表 1 の並び替え手順は吉田（2023）に準じて

おり、下記のように行った。

　　1．�国勢調査小地域統計「第 3 表　男女、年齢（5 歳階級）別人口、平均年齢及び総年



113

齢－町丁・字等」の 2020 年と 2010 年の 2 件のデータを取得

　　2．�地理情報システム ArcGIS 上で KEY_CODE が一致するよう小地域を確認した上で

テーブル結合機能により両年の兵庫県内小地域を全て結合

　　3．�フィールド演算機能により 2010 年 75 歳以上人口と 2020 年 85 歳以上人口の差を計

算。小地域の場合、コホート変化率はばらつきが大きいため、人口数の差を見た。

　　4．表形式データとして増減数データをエクスポート

　　5．同じ KEY_CODE で集計が分かれている小地域は面積のみ統合する

　　6．�兵庫県の場合は大規模な小地域が存在しているため、吉田（2023）に合わせて、小

地域の面積が 350ha 以下のものに限定（上位 7 地区を分析から除外）

　　7．減少量の多い小地域 30 地区を昇順により抽出（列 10）

　　8．�同じ国勢調査 2010 年時点のデータ第 7 表から、公営・都市再生機構・公社の借家」

の一般世帯数を一般世帯総数で割り、「公営・UR 借家世帯率」を計算。これにより

並び替え（列 15）

　　9．�同じ国勢調査 2010 年時点のデータ第 5 表から、「（施設等の世帯）世帯人員」を取得

し、再び小地域の人口総数で除して、見かけの施設等世帯率を計算。これにより並

び替え（列 12）

　10．�同じ国勢調査 2010 年時点のデータ第 8 表から、「一戸建」の主世帯数を取得し、小

地域の主世帯数で割り戸建て住宅率を計算。これにより並び替え（列 16）

　なお、兵庫県の場合、中山間等の小地域で一単位が約 1,000ha になる地区が上位に 7 地

区存在していた。本研究は吉田（2023）の大阪府との比較をすることから、表 1 の小地域

が全て 350ha 以下の小地域になるように 7 地区は分析から除外した。除外した小地域は姫

路市 3 地区、新温泉町、稲美町、養父市、赤穂市が各 1 地区であった。

　国勢調査用語の定義では、病院の入院者や社会施設等の入所者は「施設等の世帯」に分

類される。各種の老人ホームは「社会施設」に含まれることから、入所者は「施設等の世

帯」になる。病院・療養所への入院者とともに、社会施設の入所者は調査時点の 10 月 1 日

において 3 ヶ月以上そこに滞在していれば、その施設・病院において国勢調査を受けるこ

とになる。自宅療養や仮退院の場合には、いったん退院したものとみて、自宅で調査を受

ける。このことは吉田（2023）と同様であるが、再掲しておく。

「一般世帯」とは，「施設等の世帯」以外の世帯をいう。「施設等の世帯」とは，学校の

寮・寄宿舎の学生・生徒，病院・療養所などの入院者，社会施設の入所者，自衛隊の

営舎内・艦船内の居住者，矯正施設の入所者などから成る世帯をいう。

（総務省統計局「用語の解説」）

　表右側（列 14）では 2010 年と 2020 年の施設等世帯人員数との差が示されている。施設

等人員数の割合を見ると、大阪府では施設等世帯人員数の人口総数に対する割合が 40％か

ら 50％を超えるものがあったが、兵庫県では最大でも 10％程度に留まっていることから、

後期高齢者の減少数の病院・施設立地による影響は、大阪府よりも兵庫県の方が小さいも

のと考えられた。

　右端の備考（観察メモ）では、Googlemaps の目標物、航空写真情報、およびストリート
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ビューの確認により、団地などの運営主体の概要をメモした。市営団地、府営団地、UR 団

地、ニュータウンなどを確認した。

　大阪府では公営・UR 団地群が 11 地区、病院・施設群が 9 地区、戸建て混合群が 7 地区、

共同建て混合群 3 地区であったが、兵庫県は 7、7、13、3 地区となっていた。あくまで地

区数での比較であるが、兵庫県では公営・UR 団地群と病院・施設群が相対的に少なく、戸

建て混合群における高齢者の減少が大阪府よりもより広範に展開している様子がわかる。

なお、除外した 7 地区のうち病院・施設群に入るものが 4 地区見られたことから、この除

外によって病院・施設群をやや過小評価してしまった可能性もある。

　小地域の面積は大阪府が 10ha から 30ha の小規模なものと 100ha から 300ha までの大き

なものに二極化する傾向があったが、兵庫県では 100ha を超える小地域が主体となってい

る。大阪府においては都市型の高密度かつ小規模な小地域がより多い一方で、兵庫県にお

いては郊外型の低密度かつ中規模な小地域において低層戸建て住宅が広がる地域が多いこ

とにより、このような相違が出ているのだと解釈できる。兵庫県の全小地域の平均面積は

約 84ha、大阪府では約 21ha となっており、大きな差が見られる。抽出された小地域の高

齢化率は大阪府が 34.7％、兵庫県が 28.0％であるから、どちらも高齢者が局所的に減少し

ているとはいえ、統計区における高齢者人口の密度は大阪府の方がより顕著である。

Ⅲ．後期高齢者減少地区の概要とその立地

　兵庫県内における後期高齢者減少地区の立地を示したものが図 1 である。400 人以上の

減少が見られる小地域を最も濃い色で示しているが、これらのほとんどが瀬戸内海沿海部

の都市域にあることがわかる。大都市部や神戸市に多いというよりは、神戸市西部の中小

都市に多い傾向があると言えそうだ。表 1 の抽出地区が神戸市において 8 地区、神戸市以

外において 22 地区あるという点からもそのような全体的傾向が見て取れる。

　特に、兵庫県の戸建て混合群は大阪府のそれと比べて規模の大きい小地域が多かったこ

とは、神戸市など人口密度の高いエリアで減少地区が抽出されなかった可能性がある。分

析では、震災復興公営住宅団地が一定数抽出されてくるかと見込まれたが、そういう際立っ

た傾向は見られなかった。

　図 2 は 30 地区のうち全てがどこに立地しているかを記号化して示したものである。図 1

にある兵庫県北部の 1 地区は小地域の規模が大きいため表 1 からは除外している。図 2 で

は、30 地区の小地域の規模を示すため、小地域の薄い枠線も示している。分類名称と凡例

は吉田（2023）に合わせ、比較できるようにしている。▲ は公営・UR 団地群、■ は病院・

施設群、● が戸建て住宅地混合群、★が共同建て混合群である。

　東京大学の都市雇用圏の考え方に沿って考えれば、姫路雇用圏と神戸雇用圏のそれぞれ

の縁辺に位置する加古川市、高砂市等の戸建て住宅地となっている。除外した 7 地区を含

めるとそれに姫路市北部の郊外地区がこれに加わる。一方で、東部の芦屋市、神戸市、尼

崎市側では ▲ が目立つことから公営・UR 団地での高齢者減少が進んでいると解釈できる。

ただし、東部の団地では建て替え事業が行われている過程での減少が捕捉されている可能

性もあり、個々に分別して考える必要もあるだろう。
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図 1　兵庫県国勢調査小地域統計による 75 歳以上人口減少地区分布図

（＝2020年85歳以上人口－2010年75歳以上人口）

図 2　兵庫県南部における 75 歳以上人口減少地区の分類と立地
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Ⅳ．まとめ

　本ノートでは、メッシュよりも小地域の方が地域の特性をよく反映しているとして、高

齢者の減少数を小地域統計単位の絶対数で分析したものの、作業を進める上では一定の難

しさがあった。大阪府のように既成市街地を多く含む大都市では小地域統計の地理的規模

が小さくなる一方、兵庫県のように地方部を含む県レベルの分析ではどうしても小地域の

規模が大きくなる。実際、兵庫県の全小地域の平均面積は約 84ha、大阪府では約 21ha と

なっており、大きな差が見られる。兵庫県の方が大きな小地域を有する地方部を広く含む

ためである。

　とはいえ、大阪府とは異なる兵庫県の特徴がよく観察された。特に、東部の瀬戸内海沿

海域では公営団地・UR 団地群が見られる一方で、姫路都市雇用圏と神戸都市雇用圏の縁辺

にある加古川市や高砂市（あるいは姫路市の郊外部）で高齢者の減少が多く見られたよう

に、沿海部の東西での相違があったことは、一体的な雇用圏を有する大阪府と異なる点で

ある。大阪府では公営・UR 団地群での高齢者減少が顕著だった一方で、兵庫県では都市雇

用圏の縁辺部の戸建て住宅地において後期高齢者の減少に伴う都市構造の変容が生じてい

ると総括できる。
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Characteristics of the Districts where the Number of Residents Aged 75 
and Over Decreased in Hyogo Prefecture: 

Analysis of Small Tracts Data of Population Census

Tomohiko Yoshida 

Abstract:

This note analyzes the characteristics of census tracts in Hyogo Prefecture where the population aged 75 

and over significantly decreased between 2010 and 2020, following the methodology of Yoshida (2023). 

The analysis reveals notable differences compared to Osaka Prefecture. In Hyogo, clusters of public 

housing and UR housing complexes are concentrated along the eastern coastal areas of the Seto Inland Sea, 

while detached housing clusters are more prevalent in the western region. Kakogawa City and Takasago 

City are located at the edge of the Himeji and Kobe urban employment areas, which contrasts with Osaka 

Prefecture’s integrated employment area observed in previous studies.

Keywords: Population Census,  Tracts,  Older Adults 75 Years of Age and Over,  Decrease


